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諮問番号 ： 令和２年度諮問第８号（令和３年２月２５日付け） 

答申番号 ： 令和３年度答申第４号 

 

答   申 

 

 

審査請求人○○○○が令和元年１２月６日付けで提起した処分庁○○市福祉事務所

長による生活保護法（昭和２５年法律第１４４号。以下「法」という。）第６３条の

規定による生活保護費用返還決定処分（令和〇年○○月〇日付け。以下「本件処分」

という。）に係る審査請求（以下「本件審査請求」という。）について、審査庁岐阜

県知事（以下「審査庁」という。）から諮問があったので、次のとおり答申する。 

 

    

第１ 審査会の結論 

本件審査請求を棄却すべきであるとする審査庁の判断は、妥当である。 

 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

   本件審査請求は、審査請求人が、処分庁が令和〇年○○月〇日付けで行った

本件処分の取消しを求めて提起したものであり、審査請求人は、支払う余裕が

ないとして、本件処分は取り消されるべきであると主張する。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 

   審理員意見書には、本件処分に違法又は不当な点はなく、本件審査請求は理

由がないから、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第４５条第２項の

規定により棄却されるべきである旨記載されており、その理由はおおむね次の

とおりである。 
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 １ 返還の要否について 

   審査請求人は令和〇年〇月○○日に平成○○年〇月から令和〇年〇月まで

に係る老齢基礎年金の支給を受けていることから、資力は、平成○○年〇月か

ら発生していたといえる。 

   そうすると、法による保護（以下「保護」という。）が開始された令和〇年

〇月○○日当時、既に審査請求人には資力があったことになるから、審査請求

人は、資力があるにもかかわらず保護を受けたものであり、保護費を返還する

必要がある。 

 ２ 返還額について 

   審査請求人に「生活保護費の費用返還及び費用徴収決定の取扱いについて」

（平成２４年７月２３日付け社援保発第０７２３第１号厚生労働省社会・援護

局保護課長通知。以下「費用返還等取扱通知」という。）１(1)①から⑥まで

に掲げる返還額から控除することができる金銭はないから、返還額は、原則に

従い、資力があるにもかかわらず受けた保護の全額である○○○○円となる。 

   保護費のうち、令和〇年〇月分の住宅扶助費○○○○円を不当利得として別

途請求することとし、返還額を○○○○円としたとしても、同額も○○○○円

の一部であり、法第６３条の規定により返還しなければならないものであるこ

とには変わりがないことから、それが違法又は不当ということにはならない。 

 ３ 支払う余裕がないとの審査請求人の主張について 

   支払う余裕があるかどうかと支払う義務があるかどうかとは、別の問題であ

る。本件処分は、審査請求人の支払うべき額を確定するものであり、審査請求

人に支払う余裕があるかどうかに左右されるものではない。 

 

第４ 審査庁の説明の要旨 

   当審査会に対する審査庁の説明の要旨は、おおむね次のとおりである。 

１ 審理員による審理手続は適正であったこと。 
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２ 審理員による事実認定及び法令解釈は、妥当であると考えられること。 

３ よって、審理員の判断と同様、本件審査請求は棄却するのが相当であること。 

 

第５ 調査審議の経過 

当審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。 

 

 

 

 

 

第６ 審査会の判断の理由 

当審査会は、審理員意見書及び事件記録に基づき本件審査請求について検討

した結果、次のとおり判断する。 

 １ 認定事実 

   審査庁から提出された諮問書の添付書類（事件記録）によれば、次の事実が

認められる。 

  (1) 令和〇年〇月〇日、処分庁は、審査請求人に対して、老齢基礎年金の裁定

の請求を行うよう指導した（乙第１５号証）。 

  (2) 令和〇年〇月○○日、処分庁は、審査請求人の保護を開始した（乙第１号

証）。 

  (3) 令和〇年〇月○○日、審査請求人から処分庁へ電話があった際、処分庁が

審査請求人に対し年金の手続きについて尋ねると、手続きを済ませた旨及び

数か月後に振込予定と年金事務所から説明を受けた旨の回答があった。これ

に対し、処分庁は、年金に関する通知が届いたとき及び振込みがあったとき

には、処分庁に連絡するよう伝えた（乙第２号証）。 

  (4) 令和〇年〇月〇日、処分庁は、審査請求人を訪問した際に審査請求人から

年 月 日 審 議 経 過 

令和３年 ２月２５日 

 令和３年１２月２２日 

 令和４年 １月２１日 

諮問 

審議（第１５回第１部会） 

審議（第１６回第１部会） 
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年金支払通知書の写しを受領した。年金支払通知書によれば、令和〇年〇月

の支払額は次のとおりであり、また、支払日は同月○○日であると推測され

た。これを受け、処分庁は、審査請求人に対し、保護開始以降に支給した保

護費を返還してもらうこととなる可能性があること及び保護を停止する可

能性があることを伝えた（甲第１０号証、乙第３号証から乙第５号証まで）。 

   ＜令和〇年〇月の支払額＞ 

   平成○○年〇月から平成○○年〇月までに係るもの    ○○○○円 

   平成○○年〇月から平成○○年〇月までに係るもの    ○○○○円 

   平成○○年〇月から令和〇年〇月までに係るもの     ○○○○円 

   端数                            〇円 

   合計                         ○○○○円 

  (5) 令和〇年〇月○○日、処分庁は、処遇判定会議を開催し、保護開始以降に

支給した保護費を返還してもらうこと及び同月○○日から保護を停止する

ことを決定するとともに、これらを電話により審査請求人に伝えた（乙第５

号証） 

  (6) 令和〇年〇月○○日、審査請求人は、老齢基礎年金○○○○円の支給を受

けた。また、処分庁は、審査請求人を訪問し、改めて保護開始以降に支給し

た保護費を返還してもらう必要があること及び令和〇年〇月○○日から保

護を停止することを説明した。（甲第９号証、乙第１４号証）。 

  (7) 処分庁は、令和〇年〇月○○日付けの生活保護停止決定処分により、同月、

○○日から審査請求人の保護を停止した。また、併せて、令和〇年〇月分住

宅扶助費○○○○円については、過払金として不当利得の返還請求を行うこ

ととした（乙第６号証、乙第７号証）。 

  (8) 審査請求人に係る保護費は、令和〇年〇月分生活扶助費○○○○円、同年

〇月分住宅扶助費○○○○円、同年〇月分住宅扶助費○○○○円及び同年〇

月○○日から同年〇月○○日までに係る医療扶助費○○○○円の合計○○
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○○円であった（甲第８号証、乙第１号証、乙第８号証、乙第１６号証）。 

  (9) 処分庁は、令和〇年○○月〇日付けの本件処分により、返還額を○○○○

円と決定し、審査請求人に通知した（甲第４号証、乙第１０号証）。 

  (10) 令和〇年○○月〇日、処分庁は、不当利得の返還請求に係る返納金通知書

及び法第６３条の規定による返還に係る納入通知書を審査請求人に送付し

た（甲第２号証、甲第３号証、乙第１１号証、乙第１２号証）。 

  (11) 令和〇年〇月○○日から同年○○月〇日までの間に、費用返還等取扱通知

１(1)において、全額を返還対象とすることによって被保護世帯の自立が著

しく阻害されると認められる場合は、返還額から控除することができるとさ

れる次の金銭はなかった（令和２年６月１７日受付け審査請求人回答文書）。 

   ア 本人が十分注意を払っていたにもかかわらず盗難等の不可抗力により

消失した額であって、警察にも遺失届が出されており、消失が不可抗力で

あることを確実に証明できるもの 

   イ 家屋補修、生業等の一時的な経費であって、保護（変更）の申請があれ

ば保護費の支給が認められると保護の実施機関が判断する範囲のものに

充てられたもの 

   ウ 自立更生のための真にやむを得ない用途に充てられた金銭 

 ２ 法の規定等 

  (1) 法 

    法第６３条は、保護費の返還について、次のとおり規定している。 

   「第６３条 被保護者が、急迫の場合等において資力があるにもかかわら

ず、保護を受けたときは、保護に要する費用を支弁した都道府県又は

市町村に対して、すみやかに、その受けた保護金品に相当する金額の

範囲内において保護の実施機関の定める額を返還しなければならな

い。                            」 

  (2) 「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和３６年４月１日厚生
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省発社第１２３号厚生事務次官通知。以下「次官通知」という。） 

    次官通知第８の３(3)は、収入として認定しないものについて、次のとお

り定めている。 

   「(3) 次に掲げるものは、収入として認定しないこと。 

     ア 社会事業団体その他（地方公共団体及びその長を除く。）から被

保護者に対して臨時的に恵与された慈善的性質を有する金銭であっ

て、社会通念上収入として認定することが適当でないもの 

     イ 出産、就職、結婚、葬祭等に際して贈与される金銭であって、社

会通念上収入として認定することが適当でないもの 

     ウ 他法、他施策等により貸し付けられる資金のうち当該被保護世帯

の自立更生のために当てられる額 

     エ 自立更生を目的として恵与される金銭のうち当該被保護世帯の自

立更生のためにあてられる額 

     オ 災害等によって損害を受けたことにより臨時的に受ける補償金、

保険金又は見舞金のうち当該被保護世帯の自立更生のためにあてら

れる額 

     カ 保護の実施機関の指導又は指示により、動産又は不動産を売却し

て得た金銭のうち当該被保護世帯の自立更生のために当てられる額 

     キ 死亡を支給事由として臨時的に受ける保険金（オに該当するもの

を除く。）のうち当該被保護世帯の自立更生のために当てられる額 

     ク 高等学校等で就学しながら保護を受けることができるものとされ

た者の収入のうち、次に掲げるもの（ウからキまでに該当するもの

を除く。） 

      (ｱ) 生活保護法による保護の基準（昭和３８年厚生省告示第１５８

号）別表第７「生業扶助基準」に規定する高等学校等就学費の支

給対象とならない経費（学習塾費等を含む。）及び高等学校等就
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学費の基準額で賄いきれない経費であって、その者の就学のため

に必要な最小限度の額 

      (ｲ) 当該被保護者の就労や早期の保護脱却に資する経費に充てられ

ることを保護の実施機関が認めた場合において、これに要する必

要最小限度の額 

     ケ 心身障害児（者）、老人等社会生活を営むうえで特に社会的な障

害を有する者の福祉を図るため、地方公共団体又はその長が条例等

に基づき定期的に支給する金銭のうち支給対象者一人につき８，０

００円以内の額（月額） 

     コ 独立行政法人福祉医療機構法第１２条第１項第１０号に規定する

心身障害者扶養共済制度により地方公共団体から支給される年金 

     サ 地方公共団体又はその長から国民の祝日たる敬老の日又は子供の

日の行事の一環として支給される金銭 

     シ 現に義務教育を受けている児童が就労して得た収入であって、収

入として認定することが適当でないもの 

     ス 戦傷病者戦没者遺族等援護法による弔慰金又は戦没者等の遺族に

対する特別弔慰金支給法による特別弔慰金 

     セ 未帰還者に関する特別措置法による弔慰料（同一世帯内に同一の

者につきスを受けることができる者がある場合を除く。） 

     ソ 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律により支給される医療

特別手当のうち３７，１００円並びに同法により支給される原子爆

弾小頭症手当、健康管理手当、保健手当及び葬祭料 

     タ 戦没者等の妻に対する特別給付金支給法、戦傷病者等の妻に対す

る特別給付金支給法又は戦没者の父母等に対する特別給付金支給法

により交付される国債の償還金 

     チ 公害健康被害の補償等に関する法律により支給される療養手当及
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び同法により支給される次に掲げる補償給付ごとに次に定める額 

      (ｱ) 障害補償費（介護加算額を除く。） 

        障害の程度が公害健康被害の補償等に関する法律施行令第１０

条に規定する表（以下「公害障害等級表」という。）の特級又は

１級に該当する者に支給される場合      ３４，７８０円 

        障害の程度が公害障害等級表の２級に該当する者に支給される

場合                    １７，３９０円 

        障害の程度が公害障害等級表の３級に該当する者に支給される

場合                    １０，４５０円 

      (ｲ) 遺族補償費                 ３４，７８０円」 

    なお、実施要領取扱は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５

条の９第３項に規定する「第一号法定受託事務を処理するに当たりよるべき

基準」である。 

  (3) 「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和３８年４月１日付け

社発第２４６号厚生省社会局長通知。以下「局長通知」という。） 

    局長通知第７の４(1)イは、月の中途で保護開始、変更、停止又は廃止と

なった場合の住宅費の取扱いについて、次のとおり定めている。 

   「イ 月の中途で保護開始、変更、停止又は廃止となった場合であって、

日割計算による家賃、間代、地代等の額を超えて、家賃、間代、地代

等を必要とするときは、１か月分の家賃、間代、地代等の基準額の範

囲内で必要な額を認定して差し支えない。            」 

    なお、局長通知は、地方自治法第２４５条の９第３項に規定する「第一号

法定受託事務を処理するに当たりよるべき基準」である。 

  (4) 費用返還等取扱通知 

    費用返還等取扱通知１(1)は、法第６３条の規定による返還の対象額につ

いて、次のとおり定めている。 
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   「(1) 返還対象額について 

      法第６３条に基づく費用返還については、原則、全額を返還対象と

すること。 

      ただし、全額を返還対象とすることによって当該被保護世帯の自立

が著しく阻害されると認められる場合は、次に定める範囲の額を返還

額から控除して差し支えない。 

      なお、返還額から控除する額の認定に当たっては、認定に当たって

の保護の実施機関の判断を明確にするため、別添１の様式を活用され

たい。 

     ① 本人が十分注意を払っていたにもかかわらず盗難等の不可抗力に

より消失した額であって、警察にも遺失届が出されており、消失が

不可抗力であることを確実に証明できる場合。 

     ② 家屋補修、生業等の一時的な経費であって、保護（変更）の申請

があれば保護費の支給が認められると保護の実施機関が判断する範

囲のものに充てられた額。（保護基準額以内の額に限る。） 

     ③ 当該収入が、「生活保護法による保護の実施要領について」（昭

和３６年４月１日厚生省発社第１２３号厚生事務次官通知）第８の

３の(3)に該当するものにあっては、「生活保護法による保護の実施

要領の取扱いについて」（昭和３８年４月１日社保第３４号厚生省

社会局保護課長通知）第８の４０の認定基準に基づき、保護の実施

機関が認めた額。（事前に実施機関に相談があったものに限る。た

だし、事後に相談があったことについて真にやむを得ない事情が認

められるものについては、挙証資料によって確認できるものに限り

同様に取り扱って差しつかえない。） 

     ④ 当該世帯の自立更生のためのやむを得ない用途に充てられたもの

であって、地域住民との均衡を考慮し、社会通念上容認される程度
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として保護の実施機関が認めた額。 

       ただし、以下の使途は自立更生の範囲には含まれない。 

      (ｱ) いわゆる浪費した額（当該収入を得たことを保護の実施機関に

届け出ないまま費消した場合を含む） 

      (ｲ) 贈与等により当該世帯以外のために充てられた額 

      (ｳ) 保有が容認されない物品等の購入のために充てられた額 

      (ｴ) 保護開始前の債務に対する弁済のために充てられた額 

     ⑤ ④にかかわらず、遡及して受給した年金については、(2)により取

扱うこと。 

     ⑥ 当該収入があったことを契機に世帯が保護から脱却する場合であ

っては、今後の生活設計等から判断して当該世帯の自立更生のため

に真に必要と保護の実施機関が認めた額。この場合、当該世帯に対

してその趣旨を十分説明するとともに、短期間で再度保護を要する

こととならないよう必要な生活指導を徹底すること。 

       なお、「当該収入があったことを契機に世帯が保護から脱却する

場合」とは、当該収入から過去に支給した保護費相当額を返還した

上でなお残額があり、その残額により今後相当期間生活することが

可能であると見込まれる場合や、残額がない場合であっても当該収

入を得ると同時に定期的収入等が得られるようになった場合をい

う。 

       そのため、当該収入に対して保護費の返還を求めないことと同時

に、専ら当該世帯の今後の生活費用全般に充てることを「自立更生」

に当たるものとする取扱いは認められないので留意すること。 

    (2) 遡及して受給した年金収入にかかる自立更生費の取扱いについて 

      年金を遡及して受給した場合の返還金から自立更生費等を控除する

ことについては、定期的に支給される年金の受給額の全額が収入認定
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されることとの公平性を考慮すると、上記(1)と同様の考え方で自立更

生費等を控除するのではなく、厳格に対応することが求められる。 

      そのため、遡及して受給した年金収入については、次のように取扱

うこと。 

     (ｱ) 保護の実施機関は、被保護世帯が年金の裁定請求を行うに当たり

遡及して年金を受給した場合は、以下の取扱いを説明しておくこと。 

      ① 資力の発生時点によっては法第６３条に基づく費用返還の必要

が生じること 

      ② 当該費用返還額は原則として全額となること 

      ③ 真にやむを得ない理由により控除を認める場合があるが、事前

に保護の実施機関に相談することが必要であり、事後の相談は、

傷病や疾病などの健康上の理由や災害など本人の責めによらない

やむを得ない事由がない限り認められないこと 

     (ｲ) 原則として遡及受給した年金収入は全額返還対象となるとした趣

旨を踏まえ、当該世帯から事前に相談のあった、真にやむを得ない

理由により控除する費用については、保護の実施機関として慎重に

必要性を検討すること。 

     (ｳ) 資力の発生時点は、年金受給権発生日であり、裁定請求日又は年

金受給日ではないことに留意すること。また、年金受給権発生日が

保護開始前となる場合、返還額決定の対象を開始時以降の支払月と

対応する遡及分の年金額に限定するのではなく、既に支給した保護

費の額の範囲内で受給額の全額を対象とすること。  」 

  (5) 「生活保護問答集について」（平成２１年３月３１日付け厚生労働省社会・

援護局保護課長事務連絡。以下「生活保護問答集」という。） 

   ア 生活保護問答集問７－１３の答は、月の途中において保護の開始や変更

をする場合における月額で示されている最低生活費の認定について、次の
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とおり述べている。 

    「（答） 実施要領に特別の定めがない限り日割計算により認定すべき

である。実施要領の特別の定めとしては次のようなものがある。 

      (1)から(4)まで 略 

      (5) 住宅扶助費（日割計算による家賃、間代の額を超えて家賃、間

代を必要とするとき）                   」 

   イ 生活保護問答集問１３－６の答(1)は、障害基礎年金等が裁定請求の遅

れや障害認定の遅れ等によって遡及して支給されることとなった場合に

おける法第６３条の規定による費用返還請求の対象となる資力の発生時

点について、次のとおり述べている。 

    「(1) 国民年金法第１８条によると、年金給付の支給は「支給すべき事

由が生じた日の属する月の翌月から」支給されることとなっている

が、被保険者の裁定請求が遅れたり、又は裁定に日時を要した場合

には、既往分の年金が一括して支給されることになる。つまり、年

金受給権は、裁定請求の有無にかかわらず、年金支給事由が生じた

日に当然に発生していたものとされている。したがって、この場合、

年金受給権が生じた日から法第６３条の返還額決定の対象となる資

力が発生したものとして取り扱うこととなる。 

       このように、社会保険庁へ裁定請求した日又は裁定があった日を

資力の発生時点として取り扱わないので、受給権が発生しているに

もかかわらず本人が裁定請求を遅らせる等悪意的要素によって資力

の発生時点を変えることはできないこととなる。 

       なお、上記により資力の発生時点が保護の開始前となる場合でも、

返還額決定の対象を開始時以降の支払月と対応する遡及分の年金額

に限定することのないよう留意すること。           」 

 ３ 本件処分について 
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   (1) 本件処分の違法性又は不当性について 

   ア 返還の要否 

     資力があるにもかかわらず保護を受けた被保護者は、保護費を返還しな

ければならないが、本件において問題となる資力とは、遡及して支給され

た年金である。そして、遡及して支給された年金については、裁定の請求

を行った日、裁定があった日又は支給された日ではなく、年金受給権が生

じた日から資力が発生すると解されるところ、審査請求人は令和〇年〇月

○○日に平成○○年〇月から令和〇年〇月までに係る老齢基礎年金の支

給を受けていることから、資力は、平成○○年〇月から発生していたとい

える。 

     法第６３条の「資力」の発生時期については、企業年金及び障害基礎年

金の場合であるが、裁判例においても、当該年金受給権は支給事由が生じ

た日から客観的に存在するものであって、当該年金が遡って支給されるこ

ととなった場合については、支給事由が生じた日に年金受給権という法第

６３条の「資力」が発生したものとして、同条を適用すべきと解するのが

相当であるとしている（さいたま地裁平成２８年（行ウ）第１４号平成２

８年１１月１６日判決、神戸地裁平成２２年（行ウ）第１８号平成２４年

１０月１８日判決）。 

     そうすると、保護が開始された令和〇年〇月○○日当時、既に審査請求

人には資力があったことになるから、審査請求人は、資力があるにもかか

わらず保護を受けたものであり、保護費を返還する必要がある。 

   イ 資力があるにもかかわらず受けた保護の額 

     審査請求人の資力は、令和〇年〇月○○日に支給を受けた老齢基礎年金

のうち、平成○○年〇月から平成○○年〇月までに係るものが○○○○

円、同年〇月から平成○○年〇月までに係るものが○○○○円であること

から、保護が開始された令和〇年〇月○○日当時、少なくとも○○○○円
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以上あったものと認められる。 

     一方、審査請求人に係る保護費は○○○○円であったことから、審査請

求人が資力があるにもかかわらず受けた保護の額は、同額ということとな

る。 

   ウ 返還額 

     法第６３条の規定による返還の対象額については、原則として資力があ

るにもかかわらず受けた保護の全額とされているが、全額を返還対象とす

ることによって当該被保護世帯の自立が著しく阻害されると認められる

場合は、費用返還等取扱通知１(1)①から⑥までに掲げる額を返還額から

控除して差し支えないとされている。 

     そこで、これらに該当する金銭の有無について検討する。 

    (ｱ) 費用返還等取扱通知１(1)①（盗難等の不可抗力により消失した額）

について 

      上記１(11)のとおり、該当する金銭はない。 

    (ｲ) 費用返還等取扱通知１(1)②（家屋補修、生業等の一時的な経費）に

ついて 

      上記１(11)のとおり、該当する金銭はない。 

    (ｳ) 費用返還等取扱通知１(1)③（次官通知第８の３(3)に該当する収入）

について 

      次官通知第８の３(3)に該当する収入は、上記(1)イのとおりであると

ころ、老齢基礎年金は該当しないから、該当する金銭はない。 

    (ｴ) 費用返還等取扱通知１(1)④（自立更生のためのやむを得ない用途に

充てられた経費）について 

      審査請求人が令和〇年〇月○○日に支給を受けた老齢基礎年金は、遡

及して支給されたものであるから、費用返還等取扱通知１(1)④の適用

がない。 



 

15 

 

    (ｵ) 費用返還等取扱通知１(1)⑤（遡及して受給した年金収入に係る自立

更生のための真にやむを得ない用途に充てられた経費）について 

      上記１(11)のとおり、該当する金銭はない。 

    (ｶ) 費用返還等取扱通知１(1)⑥（当該収入があったことを契機に保護か

ら脱却する場合における自立更生のために真に必要な経費）について 

      上記１(11)のとおり、該当する金銭はない。 

     以上のとおり、控除することができる金銭はないから、返還額は、原則

に従い、資力があるにもかかわらず受けた保護の全額である○○○○円と

なる。 

   エ 令和〇年〇月分住宅扶助費の控除 

     上記ウのとおり、返還額は○○○○円と認められるところであるが、処

分庁は、審査請求人に係る保護費のうち、令和〇年〇月分住宅扶助費○○

○○円については、本件処分に先立つ生活保護停止決定処分（令和〇年〇

月○○日付け）を行った際に過払金として別途不当利得の返還請求を行う

こととしたことから、これを返還額から控除することとした。これにより、

本来○○○○円である返還額は○○○○円に減額されることとなったが、

同額も○○○○円の一部であり、法第６３条の規定により返還しなければ

ならないものであることには変わりがないことから、返還額を○○○○円

としたとしても、それが違法又は不当ということにはならない。 

   オ 上記ア～エの取扱いに係る次官通知、局長通知、費用返還等取扱通知及

び生活保護問答集の内容に、一見して不合理な点は見当たらない。 

   カ 小括 

     以上のとおり、審査請求人は法第６３条の規定により保護費を返還しな

ければならないものであり、返還額についても、違法又は不当な点はない。 

   (2) 支払う余裕がないとの審査請求人の主張について 

    審査請求人は支払う余裕がないと言うが、支払う余裕があるかどうかと支
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払う義務があるかどうかとは、別の問題である。本件処分は、審査請求人の

支払うべき額を確定するものであり、審査請求人に支払う余裕があるかどう

かに左右されるものではない。 

    したがって、審査請求人の主張は認められない。 

 ４ 結論 

以上のとおり、当審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や法令解

釈を含めた審査庁の判断の妥当性を審査した結果、審理手続、事実認定並びに

法令の解釈及び適用のいずれについても適正に行われているものと判断する。 

よって、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

（答申を行った部会の名称及び委員の氏名） 
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